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2009年8月17日

　　　　　　　　　　　　　　環境・CSR部門ご担当者様

国際青年環境NGO A SEED JAPAN
代表　土谷和之

生物多様性条約に関わる遺伝資源の利用の現状に関する公開質問状へのご回答のお願い

拝啓

時下、貴社ますますご盛栄のこととお慶び申し上げます。

国際青年環境NGO A SEED JAPAN＊1のプロジェクトのひとつである生物多様性の利用をフェアに！プロジェクト”2は、生物資源（特に遺伝資源）が公正かつ持続可能に利用される社会を目指して活動しております。
国際的な遺伝資源の利用に関する議論は、1992年に採択された生物多様性条約によって本格化しました。2002年、本条約の下で遺伝資源へのアクセスとその利用から生じる利益の公正・衡平な利益配分に関する手続きの指針として、ボン・ガイドラインが採択されました。しかし、利益の公正・衡平な配分がどのように行なわれているのか、ボン・ガイドライン採択から7年経過した現在でも未だ明確になっていません。そこで、日本企業の皆様が、ボン・ガイドラインに基づいて、遺伝資源の利用を行なっているかどうかを明らかにするために、本公開質問状を送らせて頂きました。

2010年には生物多様性条約第10回締約国会議(通称COP10)が名古屋で開催され、この遺伝資源の問題に関しても2010年を機に日本国内でも議論が活発になることが予測されます。そのような中、私たち消費者が遺伝資源の利用状況を把握することで、遺伝資源の適切な利用を行っている企業の製品やサービスを選択することも可能です。
すでにCSR・環境報告書などにおいて情報を公開されている項目等もあるかとは存じますが、同じ質問にお答え頂き、そのご回答のより比較検討をすることで、市民による遺伝資源の利用の現状把握を容易にしたいと考えておりますので、全ての項目にお答え頂ければ幸いです。

ご多忙の折、大変恐縮ではございますが、9月18日（金）必着で、以下へ郵送、またはe-mailにてご返答よろしくお願い致します。本公開質問状のファイルは以下のサイトからも、ダウンロードすることができますので、併せてご活用ください。

URL：http://www.aseed.org/abs/questions_gr.doc
　
なお、頂いたご回答はA SEED JAPANのWEBサイトや、生物多様性条約市民ネットワーク（日本自然基金(WWF)や、日本野鳥の会などが加盟するCOP10に向け発足された市民ネットワーク）、生物多様性関連イベントなどで、社名などを含めご回答して頂いた形のままで公開させて頂きます(回答がなかった場合も未回答ということで公開させて頂きます)。ご回答の程、どうぞ、よろしくお願いいたします。

敬具

同封物は以下の3点（本紙面を含む）です。

・生物多様性条約に関わる遺伝資源の利用の現状に関する公開質問状へのご回答のお願い（本紙）
・生物多様性条約に関わる遺伝資源の利用の現状に関する公開質問状及び回答票

・生物多様性条約に関わる遺伝資源の利用の現状に関する参考資料

	本件に関する返答先および連絡先：

国際青年環境NGO A SEED JAPAN　生物多様性の利用をフェアに！プロジェクト　（担当：小林邦彦・山下真歩）

〒160-0022　東京都新宿区新宿5-4-23　Tel：03-5366-7484　Fax：03-3341-6030   e-mail：info@aseed.org　Web：http://www.aseed.org/
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*1　国際青年環境NGO　A SEED JAPANとは…
国際青年環境NGO A SEED JAPAN(Action for Solidarity, Equality, Environment and Development/青年による環境と開発と協力と平等のための国際行動）は、1991年10月に設立された日本の青年による国際環境NGO（非政府・非営利組織）です。会員数は約1300人、予算規模は約1億円です。
私たちは国境を越えた環境問題とその中に含まれる社会的な不公正に注目し、より持続可能で公正な社会を目指しています。そのために現在の大量生産・大量消費・大量廃棄のパターンの変更と、南北間・地域間・世代間の格差をなくしていくことが必要だと考え、このような社会を実現するために、未来の世代を担う青年自らが行動を起こしています。

*2　生物多様性の利用をフェアに！プロジェクトとは…
2010年に名古屋で開催されるCOP10で最重要議題として挙げられている“遺伝資源へのアクセスと利用によって生じた利益の衡平かつ公正な配分（通称ABS）”に関する議論に取り組んでいるチームです。4月に開催されたABS第7回作業部会へ参加し、海外NGOと意見交換や、日本政府へ政策提言を行いました。また、帰国後には市民向けに作業部会の報告会を開催するなど、普及啓発活動も行っています。現在は、COP10において、ABSの国際規格が採択されることを目標に活動しています。
A SEED JAPAN

生物多様性条約に関わる遺伝資源の利用の現状に関する公開質問状及び回答票
回答を作成された方のご連絡先の記入をお願い致します。
（社名以外の情報は公開致しません。）
会社名：
部署名：
役職：
氏名：
住所：〒
電話：
FAX：
e-mail：
【回答方法】
該当する項目のチェックボックス（□）に印をつけてください。
【本質問状における用語の説明】（生物多様性条約から一部引用）
遺伝資源
現実の、又は潜在的な価値を有する遺伝素材（遺伝の機能的な単位を有する植物、動物、微生物その他に由来する素材）のこと。
遺伝資源の提供国
生息域内の供給源（野生種の個体群であるか飼育種、又は栽培種の個体群であるかを問わない）から採取された遺伝資源又は生息域外の供給源から取り出された遺伝資源（自国が原産国であるかないかを問わない）を提供する国のこと。
遺伝資源の利用者
遺伝資源の原産国、又は遺伝資源の提供国から遺伝資源を取得し、これを利用する者（個人及び法人）のこと。
遺伝資源の利用について
質問１－１：全ての企業活動において遺伝資源の利用状況をお答えください。
（１）□　国内の遺伝資源のみを利用している
（２）□　国外の遺伝資源のみを利用している
（３）□　利用していない
質問１－２：遺伝資源を利用している場合、その利用形態をお答えください。（複数回答可）
（１）□　製品の生産原料として利用
（２）□　製品製造過程での間接的な利用
（３）□　研究・開発過程での間接的な利用
（４）□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
※質問１－１で、（２）を選択した方は引き続きお答えください。
国外の遺伝資源の調達について
質問２－１：国外の遺伝資源の調達方法をお答えください。（複数回答可）
（１）□　社内の部門で直接調達している
（２）□　サプライヤーを通じて間接的に調達している
質問２－２：遺伝資源の調達に先立って、貴社は、提供国に「ボン・ガイドライン36項*1」に記載されている情報を提示し、その情報に基づいた合意を提供国から取得しておりますか。（※質問２－１で（１）とお答えの場合）
（１）□　必ず取得している
（２）□　取得していない
質問２－３：遺伝資源の調達に先立って、貴社は、サプライヤーが提供国に、「ボン・ガイドライン36項*1」に記載されている情報を提示し、その情報に基づいた合意を提供国から取得しているかを確認しておりますか。(※質問２－１で（２）とお答えの場合)

（１）□　必ず確認している
（２）□　確認していない
国外の遺伝資源の利用から生じた利益の配分について
質問３－１：貴社が、遺伝資源の提供国との間で利益配分や取得方法などの内容を決定する際に、「ボン・ガイドライン44項*2」に記載されている条件を相互に合意しているか、お答えください。
（１）□　はい
（２）□　いいえ
質問３－２： 貴社から遺伝資源の提供国へ「ボン・ガイドライン附属書Ⅱ*3」に記載されている利益の配分として当てはまるものをお答えください。また、その詳細をお書きください。（複数回答可）
詳細
【金銭的利益】
【非金銭的利益】
国外の遺伝資源へのアクセスと利用によって生じた利益の配分の実施に関する枠組みの認知と対応について
質問４－１：「遺伝資源へのアクセスと利用によって生じた利益の配分」が2010年のCOP10で主要議題として扱われることをご存じか、お答えください。
（１）　□知っている
（２）　□知らない
質問４－２：「遺伝資源へのアクセスと利用によって生じた利益の配分」の実施のために、参考にしている国際条約やガイドラインがあれば、お答えください。
（１）□　参考にしている（以下、複数回答可）
 □　『生物多様性条約条文』
□　『遺伝資源へのアクセスとその利用から生じる利益の公正・衡平な配分に関するボン・
ガイドライン』
□　『遺伝資源アクセスの手引き』（バイオインダストリー協会刊行）
□　『食料農業植物遺伝資源条約（国際連合食糧農業機関）』
□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（２）□　参考にしていない。
質問４－３：「遺伝資源へのアクセスと利用によって生じた利益の配分」の実施のための貴社の対応として、独自に設けているガイドラインなどがあれば、お答えください。可能な範囲で、その詳細もお答えください。
□　ある。
□　ない。
□　今後作成する予定である
詳細：
国外の遺伝資源を提供する地域の住民との良好な関係の構築について
質問５－１：遺伝資源を提供する地域の住民との良好な関係の構築のために貴社、またはサプライヤーが実施している、もしくは、実施していた取り組みはありますか？ある場合には、その詳細をお答えください。
　例）アヴェダは、地域の住民たちが、自らの伝統文化および生活様式と調和した方法で生活の糧を得られるように支援して、加工施設と石鹸製造施設の建設、および印刷機の設置に資金援助を行った。
□　取り組みがある
□　取り組みがない
□　今後取り組む予定がある
詳細
質問は以上となります。回答にご協力して頂き、誠にありがとうございました。
生物多様性条約に関わる遺伝資源の利用の現状に関する参考資料

以下、ボン・ガイドラインに関する注釈における資料

『36項：事前の情報に基づく同意を得る手続き』

（a）申請者の法的資格と所属、並びに申請者が機関の場合には、収集者とコンタクトパーン（機関）の法的資格と所属；

（b）アクセスが求められる遺伝資源の種類および量；

（c）活動の開始日および期間；

（d）地理的採取範囲；

（e）アクセスを与えることの相対的な費用対効果を判断するため、アクセス活動が生物多様性の保全と持続可能な利用にどのような影響を与えうるかの評価；

（f）意図した利用に関する正確な情報（例：分類学、収集、研究、商業化）；

（g）研究開発が行われる場所の特定；

（h）研究開発が実施される方法に関する情報；

（i）研究開発を共同で行う地元機関の特定；

（j）第三者の関与の可能性；

（k）収集、研究の目的および期待される成果；

（l）遺伝資源の商業的または他の利用から生じる派生物または製品からの利益を含む、遺伝資源へのアクセスから生じる可能性のある利益の種類／型

（m）利益配分措置の特定；

（n）予算；

（o）機密情報の取扱い。
『44項：相互に合意する条件の例示的リスト』

（a）遺伝資源の種類および量、並びに地理的／生態学的な活動範囲；

（b）素材の利用の可能性に対するすべての制限；

（c）原産国の主権的権利の認識；

（d）合意で特定される様々な分野における能力開発；

（e）一定の状況下での合意の条件（例、用途の変更）が再交渉されうるかどうかに関する条項；

（f）遺伝資源が第三者に譲渡できるかどうか、および、例えば商業化に関連しない分類学的および系統的研究を除き、第三者が類似の協定を締結することを確保せずにその第三者へ遺伝資源を渡すかどうか等、その場合に課すべき条件；

（g）原住民・地域社会の伝統的知識、工夫および慣行が尊重され、保全されおよび維持されているかどうか、および伝統的慣行に従った生物資源の慣習的利用が保護され、奨励されているかどうか；

（h）機密情報の取扱い；

（i）遺伝資源の商業的利用および他の利用、それらの派生物および製品から生じる利益の配分に関する規定。
附属書Ⅱ

1．金銭的利益には、次のものを含めることができるが、これに限るものではない：

（a）アクセス料金、または収集やその他の方法で取得した標本毎の料金；

（b）前払い金；

（c）マイルストーン支払金；

（d）ロイヤリティー支払金；

（e）商業化の場合の実施許諾料；

（f）生物多様性の保全と持続可能な利用を支援する信託基金へ支払う特別料金；

（g）給与および相互に合意する場合には特恵条項；

（h）研究資金；

（i）共同事業；

（j）関連する知的財産権の共同所有。

2．非金銭的利益には、次のものを含めることができるが、これに限るものではない：

（a）研究開発成果の共有；

（b）可能な場合は提供国内での、科学的研究開発プログラム、特にバイオテクノロジー研究活動における共同、協力および貢献；

（c）製品開発への参加；

（d）教育訓練における共同、協力および貢献；

（e）遺伝資源の生息域外施設とデータベースへの入場許可；

（f）遺伝資源の提供者に対する、譲許条項と優先条項を含む公正で最恵当事者条件下での知識と技術の移転、特にバイオテクノロジーを含む遺伝資源を利用する知識と技術、または生物多様性の保全と持続可能な利用に関係する知識と技術；

（g）利用者としての開発途上締約国および経済移行過程締約国への技術移転。遺伝資源を提供する原産国内での技術開発の能力の強化。原住民・地域社会による遺伝資源の保全と持続可能な利用能力の促進；

（h）制度的な能力開発；

（i）アクセス規制の行政管理と実施の能力を強化するための人的および物的資源；

（j）提供締約国が全面的に参加し、可能ならばその締約国内で行う、遺伝資源に関連する研修；

（k）生物学的目録と分類学研究を含む、生物多様性の保全と持続可能な利用に関連する科学情報へのアクセス；

（l）地域経済への貢献；

（m）提供国内での遺伝資源の利用を考慮した、保健および食糧安全保障のような優先度の高いニーズに沿った研究；

（n）アクセスと利益配分の協定から生じ得る機関間や職業上の関係およびその後の共同活動；

（o）食糧・生活安全保障上の利益；

（p）社会的認知

（q）関連する知的財産権の共同所有。
URL：http://www.biodic.go.jp/cbd/pdf/6_resolution/guideline.pdf
http://www.cbd.int/doc/publications/cbd-bonn-gdls-en.pdf
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